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論文

「満洲国」における宗教統制とキリスト教

渡　辺　祐　子

はじめに

1939 年 3 月に成立，4 月に公布された宗教団体法は植民地朝鮮と台
湾にも適応されたが，植民地状況に置かれながら独立国の体裁をとって
いた「満洲国」の場合，宗教を一元管理する法令が公布されたのは，宗
教団体法に先立つこと半年前の 1938 年 9 月 24 日であった。この日，「暫
行寺廟及布教者取締規則」が民生部部令として公布され，それまでの宗
教管理上の法的不備が解消されることになった。

日本の宗教団体法が，最初の法案提出から法案成立までの約 40 年間
に国会の内外でどのように論じられたのか，成立後は諸宗教団体のみな
らず日本の宗教状況にいかなる影響を与えたのかについては，赤澤史朗
の研究のほか，キリスト教史の領域に限っただけでも原誠，戸村政博ら
の複数の研究がある。いっぽう，「満洲国」における宗教管理統制を取
り上げた研究はごくわずかしかない（1）。日本のみならず「満洲国」まで
視野に入れた治安法制研究で知られる荻野富士夫が，「満洲国」の治安
法令の立案過程やその背景はいまだ不明であると述べているように（2），
治安法制の一貫である宗教管理法制もまた，おそらく資料的制約のゆえ
に解明が進んでいないものと思われる。
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資料の制約以前に，そもそも法律の専門家ではない筆者が，「満洲国」
における宗教管理法制を法整備や政策立案の側面から論じることはもと
より困難だが，管理される側，すなわちこの法律によって網をかけられ
ることになったキリスト教会の対応については，宣教師資料をもとに，
ある程度辿ることが可能である。そこで本稿では，まず「暫行寺廟及布
教者取締規則」が発布されるまでの過程を資料的，能力的に可能な限り
明らかにし，その後こうした宗教統制をキリスト教会がどのように受け
止めたのかを考察することとする。「暫行寺廟及布教者取締規則」が発
布される以前からすでに，「満洲国」のキリスト教会に所属していた中
国人キリスト者が宗教政策に関し自由に発言することができなくなって
いたのは，後に見る通りである。彼らと親しい関係にあった宣教師たち
の発言もまた自由とは程遠かったが，彼らが帰国の折に行った報告や派
遣教会の伝道局宛の手紙類には，同規則をはじめとする宗教統制に関す
る言及がいくつか見られる。これらの宣教師アーカイブを主たる手掛か
りとしながら，「満洲国」における宗教統制の一側面を明らかにしてゆ
くことが本稿の目的である。

１．「満洲国」政府の宗教管理・宗教統制
建国から法令制定まで

1　「宗教宣布及ビ寺廟ニ関スル規程」案（1933年）の策定
1932 年 3 月の「満洲国」成立に伴って作られた司法制度は，突貫工

事のゆえ十全というにはほど遠く，執政溥儀の教令第三号に基づいて「国
体国情に抵触しないもの」（3）に限り中華民国の法令が援用されていた。
新たに制定された法令も，中華民国国民政府のそれをモデルとしていた。
例えば，1932 年 9 月に公布された反満抗日の「兵匪」「共匪」の取り締
まりを目的とした「暫行懲治叛徒法」や，結社組織の取り締まりを目的
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とした「暫行懲治盗匪法」は，日本の治安維持法と中華民国国民政府の
「危害民国緊急治罪法」を下敷きにしている（4）。

宗教法制についても中華民国法令を参考にしていたという点では同様
であった。「満洲国」建国の翌 1933 年（大同二年）に司法部法務司は，
教令第三号に基づき援用することが決定した法令を含む諸資料を集めた

『満洲国司法資料』を発行しているが，この中には袁世凱政権が 1915
年（民国四年）10 月に発布した「管理寺廟条例」と同条例を修正した「修
正管理寺廟条例」の施行細則（「修正管理寺廟条例第 5 条及び第十七条
施行細則」）が掲載されている。建国後しばらくは「満洲国」の宗教管
理は，民事実体法令としてのこの条例と施行規則を参考にしていたこと
がうかがえる。

しかし法整備が間に合わず中華民国の法令を参考にしていたとはい
え，宗教行政を担う文教部は，建国後まもない時期にすでに「満洲国」
独自の宗教管理法制定に向けて具体的な動きを見せていた。1933 年 11
月，文教部は「宗教本来ノ職能ヲ発揮」させるため「宗教ニ組織的規制
ヲ加ヘ以テ其ノ健全ナル自治的発達ヲ期」して，全 14 条からなる「宗
教宣布及ビ寺廟ニ関スル規程」案を策定した（5）――この「規程案」に
関し，筆者は前著において「規程案」ではなく，「『規程』として制定さ
れた」と述べているが，これは誤りであり，次に述べるように制定，発
布はされていない。本稿をもって前著の当該部分を撤回し訂正したい（6）。
「規程案」は，宗教施設設立の目的，設立場所，母体となる宗派，教派，

教理内容，財政状況，不動産に関する情報，運営方法，管理指導者の氏
名，住所，信徒数など，当該団体のあらゆる情報を報告し文教部の許可
を受けることを定めたほか（第 3 条），宗教団体の移転や，統廃合（第
4 条），不動産の処分（第 7 条），寄付金や献金の募集（第 9 条）などを
すべて許可制とした。
「規程案」の条文を見てみると，司法部法務司の『満洲国司法資料』
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に掲載されている中華民国の「管理寺廟条例」よりも，朝鮮総督府の「布
教規則」（1915 年 8 月公布，1920 年一部改正）に近似していることが
わかる。「布教規則」は，キリスト教会を監督，統制の対象としたが（7），

「規程案」も同様に，「管理寺廟条例」が統制の対象から外していたキリ
スト教会にも網をかけている。このほかにも「規程案」第一条と，「布
教規則」の第二条，さらに「規程案」第三条と「布教規則」の第九条は
酷似している。これらのことから，前者の策定が後者をたたき台として
いたという推測が成り立つように思われる（対照表１を参照）。

もっとも「布教規則」が各宗教団体に布教管理者の選定を命じ，管理
者を通して宗教統制を図ろうとの意図をはっきりと示し，加えて管理者
の解任権は統監にあることを明記しているのに対し（8），「規程案」には
管理者選定の規定も，「布教規則」の解任権剥奪に相当するような罰則
規定も盛り込まれていない。なるほど「規程案」第十三条は「公安ヲ紊
シ風教ヲ害シ国家ノ目的ニ背反スルガ如キ宗教ヲ宣布シ又ハ妄ニ迷信属
スル行為ヲ為スベカラズ」と定めるが，これは反社会的行為の禁止規定
であって，罰則が伴うわけではない。

この点に関し，「布教規則」に匹敵する，あるいはそれ以上に厳しい
規定を明記したのが，1938 年に正式発布される「暫行寺廟及布教者取
締規則」である。この規則については後ほど詳述する。

本「規程案」を作成した文教部の事務方は，新京日本総領事館に直ち
に交付する旨を伝えていたものの（9），結果としてこの案が文教部令と
して発布されることはなかった。この間文教部は，各省に対し宗教調査
を行うよう指示を出しているが（10），その後もしばらく国レベルでの宗
教管理法令が制定されず，宗教団体への対応は各省の判断に任される時
期が続くことになる。

たとえば奉天省は，1933 年 6 月に「本省寺廟管理条例」を定め，省
として宗教管理を行っていた（11）。1936 年発行の『省政彙覧　奉天省篇』
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には，「政府の宗教の管理指導に対しては民知啓発上最も重要なる工作
なれども現在中央より宗教法令をいまだ頒布せず本省においては僅か管
理寺廟条例を制定して管理に資せしむるに止まる」と，政府が対応しな
いため，やむを得ず省令で宗教団体を管理しているという記述が認めら
れる（12）。

2　北満宗教調査（1936年）に記されたキリスト教
もちろん民生部も拱手傍観していたわけではない。中央大学教授の大

谷湖峯が 1936 年 7 月 20 日から 9 月 8 日まで吉林，間島，濱江のいわ
ゆる北満地域で実施した宗教調査は，民生部の依頼を受けて行われたも
のである。ここでは大谷の報告書にあるキリスト教に関する記述を中心
に検討してみたい。

大谷が調査対象とした宗教団体は，仏教，天理教，神道，キリスト教，
天主教，イスラム教（以上，大谷は既成宗教に分類。ラマ教は調査対象
地域にはなし），人の道，生長の家，道院（紅卍字教），在裡教，在裡家
教，シャーマン教（以上，大谷は類似宗教に分類）である。　　
「満洲国」政府が治安維持を名目に取り締まっていた主たる対象は共

産主義者で，その弾圧と迫害は苛烈を極めていたが，大谷は，国家を超
越する宗教の害は「匪賊」以上であると述べ，満洲に最も妥当な宗教の
基準を以下のように整理している。「イ満洲国建国の精神に合致するこ
と，ロ次に日満不可分一帯の原則より見て，日本思想と融合連絡を有す
る宗教なること」で，イに合致するのは道教と佛教で，なかでも日本に
ある諸宗教の中で千年以上の歴史があり，日本の国体と合致するのは皇
道佛教としての佛教であると（13）。いっぽうこの基準に抵触する，ある
いは要注意宗教と大谷がみなすのが，類似宗教の在裡家と紅卍字教，そ
して既成宗教の天主教（カトリック）と基督教（プロテスタント）であっ
た。



「満洲国」における宗教統制とキリスト教

299

例えば大谷は，吉林省九台のルター派教会は「心身を別として政府に
対しては肉体のみを捧ぐべきものにして，精神は全部基督に捧ぐべきも
のと」と考えており，こうした考えは「国家観念を軽視し，或は否定に
導く虞」があるので，「建国日猶ほ浅き帝国の認識を一層深めるには，
先づ民衆の宣伝強化機関たる宗教の統制吟味の必要なることを感ぜしめ
る」と警戒をあらわにしている（14）。

しかし，それ以上に大谷が懸念を示しているのは，吉林省の長老派，
間島省のカトリックとプロテスタント，ハルビンのバプテスト派（南部
バプテスト連盟）である。このうち間島省の教会については，龍井のカ
トリック教会の学校が授業料を無料にして幅広く浸透しており，本来で
あれば統制すべきであるが日本領事館は手を出せないこと，琿春の教会
が「匪賊」を同じ人間として保護していること，行政が治安工作のため
に無理やり教会の使用を認めさせたところ反感を招いたことなどいくつ
かの懸念材料を挙げ，「当地に於いては早く宗教統制に着手し積極的に
民心の動向を指導する必要がある」と述べている（15）。他方，ハルビン
のバプテスト教会の問題は，アメリカ人宣教師レオナルド（Charles A. 
Leonard）の「諜報活動」であると大谷はいう。大谷はこの宣教師の来
歴を詳細に記し，カメラを片手に方々で宣教活動と称し写真を撮影する
彼の行動は日満軍事状況の内偵に相違なく，米国からの教会の設立運営
資金援助は教会の諜報活動を裏付けると決めつけている（16）。

間島省のカトリックやハルビンのバプテスト教会宣教師に対する疑念
は，教会の影響力の大きさや外面的に不審とみなされる宣教師の行動か
ら生まれたものといってよいが，彼が問題視する長老派の言動はキリス
ト教の教理と深くかかわっており，それだけにより深刻であった。大谷
が強い懸念を示しているのは，吉林市文光中学の「不敬問題」と「孔子
廟不参拝問題」である。大谷は言及していないが，文光中学は中国東北
部伝道の主翼を担ったアイルランド長老教会系の中学校で，同教会の宣
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教師マクワーター（J. McWhirter）が校長を務めていた。
まずこの中学の「不敬」とは，市政記念日に同校の生徒が「日本国万

歳」をきちんと唱えなかったり，「回鑾訓民詔書」発布記念の式典で「満
洲国」反対の意思を表示し，国歌の代わりに他の歌を歌ったりしたこと
を指している（17）。この「不敬」行為は一部生徒の自発的意思に基づくが，
もうひとつの「孔子廟不参拝問題」は，孔子祭秋の大祭に生徒を派遣す
るようにとの政府の要請を，「偶像崇拝」の恐れを理由に学校として拒
否したことに端を発している。後述するように，この問題をきっかけに，
文光中学はもとよりキリスト教学校全体に対する孔子廟参拝の強制が強
まり，同時にキリスト教会に対する統制が加速してゆくことになる。

大谷は「文光中学に於いては孔子廟不参拝問題（偶像礼拝反対）を惹
起し，基督教全体の全満対策としては絶滅することは理想なれ共，若し
許可すとせば，複雑とせず単一なる系統の明なるものとすべきである」
ともいう（18）。国家の命令を教理故に拒絶する宗教を，その根絶を提唱
するほど危険視していたことがうかがえる。またこの大谷の発言は，ま
つろわぬキリスト教に対する警戒感をあからさまに示しているだけでな
く，キリスト教諸教会の統合を提案している。実際同年 12 月には，各
教会が加盟した連絡組織の「満洲基督教聯合会」が結成されている（19）。

大谷のインタビューに応じた当局関係者，なかでも濱江省の役人，職
員は口々にキリスト教を含む諸宗教を統制するための仕組みを早急に確
立すべきであると主張している。例えば濱江省公署教育庁職員は「濱江
省は基督教伝統的勢力を有し，新教会設立の出願少なからざるも目下対
策決定して居らず。警務庁方面より宗教制度の方針を詰問さるが故に，
一日も早く具体的方針確立を要する。当局所管として注意すべきは，教
団経営の宗教学校の統制指導を如何にすべきかの点である」と述べ（20），
同じく濱江省の特務機関員は「文教部に実質的手腕力量を有する指導者
を置き，諸宗教を国策に順応するよう指導の任に当たらしめる」（21），
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あるいは「基督教は宗教未統制の隙・・・・・・・につけ込み，急激に拡大せんとする
傾向あるが為，可及的早く対策を講ずる必要あり（傍点筆者）」と述べ
る（22）。さらに呼蘭の副参事官に至っては「中央の宗教対策根本方針確
立せざる為，現地で如何に処理統制すべきかに迷ふ，これは各県共通の
悩みである」と中央の不作為をやんわりと批判している（23）。

このように大谷の報告書にみるキリスト教に関する記述からは，キリ
スト教が少なくとも 1935 年以降監視を強化すべき宗教団体として認識
されるようになっていたことと，キリスト教の動向が諸宗教全体を統制
する制度設計の必要とおおいに関連していたことを読み取ることができ
るだろう。

調査報告書が出版された翌年の 1938 年に「暫行寺廟及布教者取締規
則」が発布されるわけだが，興味深いことに，以下に取り上げる宣教師
資料には，大谷が北満の宗教調査に取り掛かる以前，つまり「暫行寺廟
及布教者取締規則」が制定発布される 2 年以上前に，宗教管理法のたた
き台が宣教師に提示されていたことが記されている。次節では，この資
料をもとに統制強化の過程をより詳細に見てゆこう。

3　文教部召集の2度にわたる会合について
大谷が北満での調査を行う少し前の 1936 年 7 月 7 日と 8 日，文教部

は宣教師を含む各教会の代表者を新京に集め，キリスト教会の現状を把
握し，宗教団体の管理方法を具体的に示す会合を開催した。ここにも宗
教管理を急ぐ政府の姿勢が認められる。さらに政府側には，個別具体的
な狙いとして，宣教師たちにキリスト教学校の孔子廟参拝を強く求める
意図があった（24）。以下，世界宣教協議会（International Missionary 
Conference，以下 IMC 資料と略記）アーカイブの中に収められてい
る資料を用いながら，キリスト教統制がどのように進められたのかを考
察したい（25）。
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 政府は建国以来，孔子の教えに基づくその理念を教育の現場で教え
るよう各学校に求めると同時に，中華民国時代に朽ち果てるにまかされ
ていた孔子廟の修復を行い，孔子の事績を記念し拝礼する春秋の大祭に
生徒たちを参列させようとした。1935 年からは，キリスト教学校にも
孔子祭参列が強制されるようになってゆく。しかし孔子祭参列は，孔子
の記念にとどまらず，孔子廟に対する参拝が伴うため明らかな偶像崇拝
にあたると考えるキリスト教学校もあった。特に長老派のスコットラン
ド教会，アイルランド長老教会系の学校は，この問題に非常に敏感だっ
た（26）。

大谷の報告書にあったように，1935 年の秋，アイルランド長老教会
系の文光中学は孔子祭大祭への生徒派遣を断っている。結果，文光中学
校長マクワーターは，吉林省文教部と何度も面談し，孔子祭参列なしに
国への忠誠を示すことは不可能であり，もし今後も生徒派遣を拒否し続
けるのであれば，学校閉鎖と宣教師追放もありうると告げられた（27）。

さらに翌年の春には，遼陽市の文徳中学と育才女子中学（スコットラ
ンド教会系）が孔子祭への集団参列を求められる。当時文徳中学の校長
は W. S. Morton が，育才中学の校長は A. M. Black（女性宣教師）が
務めていた。この時は二校とも廟に生徒を引率し，やむを得ず式典外の
時間に廟のなかで「お辞儀」をしたが，以後毎月孔子廟を「訪問」する
よう命じられたという（28）。

7 月の新京での会議はその数か月後に開催され，前年明確に参列を拒
否した中学の校長マクワーターが，同じアイルランド長老教会のジョン
ストン（H. K. Johnston）と共に呼び出されている。この2 名以外のキリス
ト教側出席者は，デンマーク・ルーテル教会のラスムッセン（Rasmussen），
スコットランド教会のマクリ―ン （H. B. K. Maclean，女性宣教師，奉
天市の坤光女子中学校長）で，宣教師たちに加えて日本基督教聯盟の主
事だった海老沢亮も陪席した。海老沢はこの時ちょうど満洲基督教長老
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会大会に招かれて訪満中であった。このほか，各教会の代表者も出席し
ており，会合に参加した人数はさらに多かったはずだが，具体的な人名
は不明である（29）。対する政府側の出席者には，文教部の役人のほか関
東軍将校も含まれていた。

宣教師の報告によれば，会合は友好的雰囲気のなか始まったが，政府
側は最後に「文光中学問題」を持ち出し，マクワーターに国法に従うの
か否か，「イエス」か「ノー」かで答えるよう迫り，国法に従わない学
校は閉校され，宣教師は国外退去処分を受けると言い放ったという。半
ば脅しともとれる発言にマクワーターは「イエス」と答えざるを得ず，
当局に服従する旨の誓約書まで書かされ，他の宣教師もまたマクワー
ターの誓約の証人として署名させられた。すでに，ある程度の妥協をし
ていた各キリスト教学校から言質を取ったわけである。

マクワーターに対する当局の狙い撃ちに近い扱いは文光中学以外のキ
リスト教学校にも決定的な影響を与え，以後孔子祭参列を拒否する学校
はなくなった（30）。会合の目的はこうして達成された。しかし政府側か
ら提示されたのは，この要求だけにとどまらなかった。

7 月の会合では，宣教師たちに「Direction」（指導）と題された冊子
が配布され，その内容に関する説明もなされている。冊子の原本は所在
不明で原題もわからないが，全文英訳された資料が IMC 資料の中に収
められている。冒頭では，日本訪問後に皇帝溥儀が発布した「回鑾訓民
詔書」（1935 年 5 月）の精神，即ち「日満一体」と「王道主義」，「五族
協和」の重要性が説かれ，建国理念の実現に「キリスト教の博愛精神」
が貢献し得るとして政府の「期待」が語られる。その後は宗教団体の管
理統制の具体的な方法や政府の要求が「宗教団体の統制について」「教
会員および伝道師の登録について」「資産と説教に関する年次報告の作
成について」という項目ごとに挙げられている。その主な内容は以下の
とおりである。
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・近いうちに大掛かりな宗教団体調査が実施される。

・�新たに宗教団体を設立する場合は許可が必要で，邪教的な教えは許されない。

宗教団体の解散も民生部の指導の下に行われる。

・�日曜礼拝などの定期的あるいは習慣的な集会以外の会合はすべて開催予定の

事前届け出を義務とする。会合の中で，経済，政治の問題を議論してはなら

ない。宗教団体は宗教のことだけに関心を向けるべきである。

・�教会員，伝道師に関する個人情報の登録を義務付ける。

・�年次報告，各教派の所有財産，教説内容を所定の調査用紙に記載し 1 月 31 日

までに提出すること。

このほか，省令の私立学校規則――国レベルの規則が制定されるのは
1937 年――に関する言及や，「満洲国」の学校教育は「回鑾訓民詔書」
の精神に基づかなくてはならず，したがって学校における特定の宗教教
育，宗教儀式は今後禁止する，などの義務事項，禁止事項が列挙され，
さらに資料の末尾には 1 月末に回答提出が求められた宗教団体調査のひ
な型（全部で 14 の質問項目）が掲載されている（31）。

以上が 7 月の会合で配布された冊子の内容だが，会合に出席していた
宣教師が残した資料は冊子の全訳のみで，会合の中身そのものは報告を
聞いた他の宣教師がまとめたものが残るだけである（32）。いっぽうこの
会合のふた月後の 9 月 21 日も奉天で類似した会合が開かれた。この会
合にも同様の冊子が配布されたかどうかは定かではないが，7 月とは異
なり，出席していた宣教師自身がメモを残している――ただし出席者が
アイルランド，スコットランド，デンマークの各教会所属の宣教師 3 名
ということまでは明らかだが（33），メモを取ったのが誰か不明である――。

このメモによると，まず 7 月と同様，役人によって「回鑾訓民詔書」
の精神が繰り返し強調され，悪しき思想の蔓延を防ぐ必要性が説かれた。
役人や警察官が入れ代わり立ち代わりスピーチを行っており，メモの主
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は最後に重視すべきポイントとして，思想，ポスター掲示は要許可，教
科書は当局に送付し指導を受ける，学校教職員の履歴書をコピーして学
期のはじめに送ること，と記し「学校はよい質を保ち，建国の精神に従
わなくてはならない。さもなくば閉校させられる」と記している。この
ようにメモからは，思想統制が強化され，キリスト教学校に対する圧力
がかつてないほど強まっていることがうかがえる。いっぽうこのメモに
は，宗教団体そのものを厳格な管理の下に置こうとする政府の意向につ
いては全くと言っていいほど触れられていない。少なくともこの資料か
らは，「満洲国」のキリスト教教育の主たる担い手であったスコットラ
ンド教会とアイルランド長老教会の宣教師たちが，偶像崇拝を妥協して
受け入れ学校を存続させるかどうかという問題に最大級の関心を抱いて
いたことが確認できよう。

これらの宣教師資料が示しているのは，「暫行寺廟及布教者取締規則」
を発布する 2 年前に，政府がキリスト教界に対し宗教団体の管理統制の
強い意志を調査項目の具体的な方法とともに伝えていたこと，その直接
的な動機が，わずか一校のキリスト教学校による孔子祭参加拒否であっ
たことである。全国レベルの宗教管理法整備は建国当初からの課題であ
り，こうした事件が規則の制定を決定づけたとまでは言えないが，早急
な制定を後押しする要素となったことは明らかであろう。

4　「暫行寺廟及布教者取締規則」
北満調査に基づく報告書が発行された翌年の 1938 年 9 月 24 日，建

国以来の課題であった全十四条の宗教管理法令「暫行寺廟及布教者取締
規則」（以下「取締規則」と表記）が民生部令第九十三号として発布さ
れた。

1933 年に策定され発布には至らなかった「規程案」のなかで，「取締
規則」に唯一反映されなかったのは第 9 条の寄付金募集に関する規定の
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みで，そのほかの内容はほぼ引き継がれている。しかし「規程案」には
ない新たな規定も加えられた。そしてこれこそが『取締』の意図を最も
よく示すものであった。

対照表 2 に示したように，「取締規則」に新たに加えられた中身とし
ては，たとえば第一条の寺廟の定義には，「規程案」になかった布教者
の定義が記されたほか，第二条 11 の「布教方法」の報告義務や第八条
の不動産情報の台帳記載規定がある。これらは前節で見た宣教師に配布
された冊子の内容と重複している。「規程案」にも不動産情報の報告義
務が定められているが，「取締規則」は不動産情報の報告に加えて，宗
教団体にも自ら台帳を常備し情報を管理するよう求めた。さらに最も重
大な相違が以下に挙げる罰則規定の挿入である。上述の通り「規程案」
には公序良俗を求め迷信を禁止する条文はあったものの，明確な罰則規
定は盛り込まれなかった。いっぽう「取締規則」は第十条から第十三条
がすべて罰則規定である。
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ヲ

受
ク

ヘ
シ

一
　

名
称

二
　

設
立

地
三

　
事

由
四

　
所

属
教

別
，

宗
派

ノ
名

称
五

　
本

尊
，

祭
神

又
ハ

供
養

仏
六

　
祭

祀
礼

拝
ノ

名
称

及
其

ノ
期

間
七

　
土

地
ノ

面
積

，
図

面
及

境
内

地
，

周
囲

ノ
状

況
八

　
建

築
物

ノ
種

別
面

積
，

構
造

及
図

面
九

　
設

立
費

及
其

ノ
支

弁
方

法
一

〇
　

設
立

着
手

及
終

了
予

定
期

日
一

一
　

維
持

方
法

一
二

　
設

立
者

及
ヒ

管
理

者
ノ

住
所

氏
名

一
三

　
所

属
僧

侶
，

道
士

及
教

師
等

ノ
氏

名
年

齢
一

四
　

信
徒

数
一

五
　

付
帯

事
業

ノ
種

別
其

ノ
概

要

第
二

条
寺

廟
ヲ

設
立

セ
ン

ト
ス

ル
ト

キ
ハ

其
ノ

設
立

者
ハ

左
ノ

事
項

ヲ
具

シ
民

生
部

大
臣

ノ
許

可
ヲ

受
ク

ベ
シ

一
　

事
由

二
　

名
称

三
　

設
立

地
四

　
宗

教
系

統
五

　
�国

内
又

ハ
国

外
ニ

於
ケ

ル
他

ノ
寺

廟
ト

ノ
間

ニ
本

末
関

係
ア

ル
ト

キ
ハ

其
ノ

関
係

六
　

主
祀

及
併

記
ノ

神
仏

七
　

祭
礼

ノ
名

称
及

其
ノ

期
間

八
　

�堂
宇

其
ノ

他
境

内
付

属
建

物
ノ

位
置

，
種

別
，

構
造

，
用

途
，

面
積

及
図

面
並

ニ
境

内
地

ノ
面

積
，

図
面

及
周

囲
ノ

状
況

九
　

設
立

費
及

其
ノ

支
弁

方
法

十
　

建
築

ノ
起

工
及

竣
成

予
定

期
日

十
一

　
布

教
方

法
十

二
　

維
持

方
法
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十
三

　
�寺

廟
ノ

代
表

者
ト

ナ
ル

ベ
キ

者
ノ

氏
名

，
本

籍
，

現
住

所
，

生
年

月
日

，
履

歴
並

ニ
資

格
及

其
ノ

証
明

書
十

四
　

所
属

布
教

者
ノ

職
名

及
定

員
廃

寺
廟

ノ
再

興
ハ

新
設

ト
看

做
ス

寺
廟

ノ
設

立
ヲ

完
了

シ
タ

ル
ト

キ
ハ

遅
滞

ナ
ク

其
ノ

旨
民

生
部

大
臣

ニ
届

出
ヅ

ベ
シ

第
四

条
寺

廟
の

移
転

併
合

又
ハ

廃
止

ニ
ハ

左
ノ

事
項

ヲ
具

シ
文

教
部

総
長

ノ
許

可
ヲ

受
ク

ヘ
シ

一
　

�移
転

併
合

又
ハ

廃
止

セ
ラ

ル
ヘ

キ
寺

廟
ノ

名
称

及
所

在
地

二
　

�事
由

三
　

�移
転

先
地

名
土

地
ノ

面
積

，
図

面
及

境
内

地
，

周
囲

ノ
状

況
四

　
移

転
併

合
又

ハ
廃

止
サ

ラ
ル

ヘ
キ

寺
廟

ノ
処

分
方

法
五

　
移

転
併

合
又

ハ
廃

止
所

要
ノ

費
用

額
及

其
ノ

支
弁

方
法

六
　

移
転

併
合

又
ハ

廃
止

ノ
着

府
及

終
了

予
定

期
日

第
四

条

第
五

条

寺
廟

ヲ
廃

止
又

ハ
併

合
セ

ン
ト

ス
ル

ト
キ

ハ
左

ノ
事

項
ヲ

具
シ

民
生

部
大

臣
ノ

許
可

ヲ
受

ク
ベ

シ
一

　
事

由
二

　
廃

止
又

ハ
併

合
セ

ラ
ル

ベ
キ

寺
廟

ノ
名

称
及

所
在

地
三

　
併

合
ス

ベ
キ

寺
廟

ノ
名

称
及

所
在

地
四

　
�廃

止
又

ハ
併

合
セ

ラ
ル

ベ
キ

寺
廟

ニ
属

ス
ル

土
地

，
建

物
其

ノ
他

ノ
財

産
ノ

処
分

方
法

寺
廟

ノ
廃

止
又

ハ
併

合
ヲ

完
了

シ
タ

ル
ト

キ
ハ

遅
滞

ナ
ク

其
ノ

旨
民

生
部

大
臣

ニ
届

出
ヅ

ベ
シ

寺
廟

ヲ
移

転
セ

ン
ト

ス
ル

ト
キ

ハ
左

ノ
事

項
ヲ

具
シ

民
生

部
大

臣
ノ

許
可

ヲ
受

ク
ベ

シ
一

　
事

由
二

　
移

転
地

三
　

�堂
宇

其
ノ

他
境

内
内

付
属

建
物

ノ
位

置
，

種
別

，
構

造
，

用
途

，
面

積
及

図
面

並
ニ

境
内

地
ノ

面
積

，
図

面
及

周
囲

ノ
状

況
四

　
移

転
費

及
其

ノ
支

弁
方

法
五

　
建

築
ノ

起
工

及
竣

成
予

定
期

日
寺

廟
ノ

移
転

ヲ
完

了
シ

タ
ル

ト
キ

ハ
遅

滞
ナ

ク
其

ノ
旨

民
生

部
大

臣
二

届
出

ヅ
ベ

シ

第
五

条

第
六

条

第
七

条

寺
廟

ハ
其

ノ
所

有
ニ

属
ス

ル
財

産
及

宝
物

ニ
関

シ
左

ノ
事

項
ヲ

具
シ

文
教

部
総

長
ニ

届
出

ツ
ベ

シ
一

　
基

本
金

二
　

�寺
廟

敷
地

並
ニ

寺
廟

所
有

地
ノ

所
在

地
地

目
面

積
及

地
価

三
　

建
物

ノ
所

在
地

種
別

名
称

構
造

及
面

積
四

　
宝

物
ノ

名
称

員
数

品
質

形
状

尺
寸

作
者

及
由

来
本

規
程

第
一

条
及

第
三

条
乃

至
第

五
条

ノ
規

定
ニ

ヨ
ル

手
続

ヲ
為

シ
タ

ル
後

該
事

項
ニ

変
更

ヲ
生

シ
タ

ル
ト

キ
ハ

一
ケ

月
以

内
ニ

文
教

部
総

長
ニ

届
出

ツ
ベ

シ

第
七

条
寺

廟
ノ

代
表

者
ハ

寺
廟

ノ
設

立
後

遅
滞

ナ
ク

寺
廟

ニ
属

ス
ル

財
産

ニ
関

シ
左

ノ
事

項
ヲ

具
シ

所
管

省
庁

又
ハ

新
京

特
別

市
長

ニ
届

出
ヅ

ベ
シ

其
ノ

事
項

ニ
重

要
ナ

ル
変

更
ア

リ
タ

ル
ト

キ
亦

同
ジ

一
　

��宝
物

ニ
在

リ
テ

ハ
其

ノ
名

称
，

員
数

，
形

状
，

品
質

，
寸

尺
，

作
者

及
伝

来
二

　
��土

地
ニ

在
リ

テ
ハ

其
ノ

所
在

地
，

地
目

，
面

積
，

価
格

及
境

内
地

境
外

地
ノ

区
別

三
　

��建
物

ニ
在

リ
テ

ハ
其

ノ
位

置
，

名
称

，
種

別
，

構
造

，
用

途
，

面
積

，
価

格
及

境
内

地
ニ

在
ル

モ
ノ

ト
境

外
地

ニ
在

ル
モ

ノ
ト

ノ
区

別
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第
八

条
寺

廟
ノ

財
産

又
ハ

宝
物

ヲ
処

分
セ

ン
ト

ス
ル

ト
キ

ハ
其

ノ
事

由
ヲ

明
細

ニ
具

シ
文

教
部

総
長

ノ
許

可
ヲ

受
ク

ヘ
シ

寺
廟

ノ
建

物
又

ハ
宝

物
ヲ

亡
失

シ
タ

ル
ト

キ
ハ

其
ノ

日
時

顛
末

ヲ
具

シ
十

五
日

以
内

ニ
文

教
部

総
長

ニ
届

出
ツ

ヘ
シ

四
　

��前
各

号
以

外
ノ

財
産

ニ
在

リ
テ

ハ
其

ノ
種

類
及

価
格

五
　

��財
産

ノ
管

理
及

処
分

方
法

第
九

条
寺

廟
ニ

シ
テ

寄
付

金
ヲ

募
集

セ
ン

ト
ス

ル
ト

キ
ハ

左
ノ

事
項

ヲ
具

シ
省

特
別

区
特

別
市

ノ
長

官
ノ

許
可

ヲ
受

ク
ヘ

シ
一

　
募

集
ノ

目
的

二
　

募
集

金
額

三
　

募
集

ノ
区

域
四

　
募

集
ノ

期
間

五
　

募
集

ノ
方

法
六

　
募

集
人

ノ
氏

名
年

齢
，

住
所

及
職

業

（
相

当
す

る
条

文
な

し
）

第
十

条
（

相
当

す
る

条
文

な
し

）

第
十

一
条

寺
廟

管
理

者
ハ

毎
年

十
二

月
末

日
現

在
ノ

左
ノ

事
項

ヲ
翌

年
一

月
末

日
限

リ
文

教
部

総
長

ニ
届

出
ツ

ヘ
シ

一
　

所
属

僧
侶

道
士

及
教

師
等

ノ
異

動
二

　
信

徒
数

性
別

及
戸

数
三

　
布

教
及

礼
拝

ノ
状

況
四

　
財

産
目

録
五

　
歳

出
入

六
　

付
帯

事
業

ノ
種

別
及

概
況

（
毎

年
宗

教
団

体
の

所
定

の
情

報
を

報
告

す
る

義
務

を
定

め
た

条
文

は
な

い
が

，
第

二
条

の
定

め
る

情
報

に
変

更
が

生
じ

た
際

の
報

告
義

務
が

第
三

条
に

規
定

さ
れ

て
い

る
。）

第
十

二
条

（
相

当
す

る
条

文
な

し
）

第
十

三
条

公
安

ヲ
紊

シ
風

教
ヲ

害
シ

国
家

ノ
目

的
ニ

背
反

ス
ル

カ
如

キ
宗

教
ヲ

宣
布

シ
又

ハ
妄

ニ
迷

信
ニ

属
ス

ル
行

為
ヲ

為
ス

ヘ
カ

ラ
ス

第
十

条

第
十

一
条

第
十

二
条

第
十

三
条

民
生

部
大

臣
寺

廟
ニ

付
公

益
ニ

反
シ

其
ノ

他
存

立
ヲ

許
ス

ベ
カ

ラ
ザ

ル
事

由
ア

リ
ト

認
ム

ル
ト

キ
ハ

設
立

ノ
許

可
ヲ

取
消

ス
コ

ト
ア

ル
ベ

シ
寺

廟
ノ

代
表

者
本

令
ニ

定
ム

ル
届

出
ヲ

為
ス

コ
ト

ヲ
怠

リ
タ

ル
ト

キ
ハ

民
生

部
大

臣
又

ハ
所

轄
省

長
若

ハ
新

京
特

別
市

長
ハ

代
表

者
ノ

許
可

ヲ
取

消
ス

コ
ト

ア
ル

ベ
シ

所
轄

省
長

又
ハ

新
京

特
別

市
長

布
教

者
ニ

シ
テ

公
安

又
ハ

風
俗

ヲ
害

ス
ル

ノ
行

為
ア

リ
ト

認
ム

ル
ト

キ
ハ

布
教

其
ノ

他
ノ

教
務

ノ
執

行
ヲ

停
止

又
ハ

禁
止

ス
ル

コ
ト

ヲ
得

許
可

ヲ
受

ケ
ズ

シ
テ

寺
廟

ノ
設

立
，

廃
止

，
併

合
又

ハ
移

転
ヲ

為
シ

タ
ル

者
ハ

二
百

円
以

下
ノ

罰
金

又
ハ

拘
留

若
ハ

科
料

ニ
処

ス
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第 十 条	 民生部大臣寺廟ニ付公益ニ反シ其ノ他存立ヲ許スベカラザル事由	

	 アリト認ムルトキハ設立ノ許可ヲ取消スコトアルベシ

第十一条　	寺廟ノ代表者本令ニ定ムル届出ヲ為スコトヲ怠リタルトキハ民生	

	 部大臣又ハ所轄省長若ハ新京特別市長ハ代表者ノ許可ヲ取消スコ	

	 トアルベシ

第十二条　	所轄省長又ハ新京特別市長布教者ニシテ公安又ハ風俗ヲ害スルノ	

	 行為アリト認ムルトキハ布教其ノ他ノ教務ノ執行ヲ停止又ハ禁止	

	 スルコトヲ得

第十三条　	許可ヲ受ケズシテ寺廟ノ設立，廃止，併合又ハ移転ヲ為シタル者	

	 ハ二百円以下ノ罰金又ハ拘留若ハ科料ニ処ス

第十条は公益を害する宗教団体の禁止，第十一条は届出不備の場合の
許可取り消し，第十二条は公安，風俗を害する布教者の資格停止，第
十三条は設立，廃止，合併を無許可でおこなった場合の罰金刑がそれぞ
れ定められている。中でも，公益や公安，風俗の定義や判断基準を明記
していない第十条，第十二条は，当局に法運用上の大きな裁量権を与え，
さじ加減一つで恣意的な取り締まりを可能にしたという意味で，注目に
値する条文である。

２　信教の自由か，教会の存続か

こうして発布された「暫行寺廟及布教者取締規則」を，宣教師たちは
どのように受け止めたのだろうか。

当時満洲にはキリスト教伝道を中心的に担っていたスコットランド教
会，アイルランド長老教会，そして規模は小さいが両教会と協力関係に
あったデンマーク・ルーテル教会のほか，さらに小規模のブレズレン，
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メソジスト教会，カナダ長老教会，アメリカの南部バプテスト連盟，ノ
ルウェー・ルーテル教会，アメリカ長老教会，カナダのバプテスト派，
改革長老教会が伝道していた。これらの教会ないし教会から派遣された
宣教師のうち，「取締規則」を批判し明確に反対を表明したことが資料
的に確認できるのは，第 1 章第 1 節で取り上げた大谷の報告書が言及
している南部バプテスト連盟の宣教師レオナルドと，彼を含む十数名の
北米宣教師のみである。後者にはレオナルドのほか，アメリカ長老教会，
カナダのバプテスト派，改革長老教会の宣教師が含まれている（34）。

この人物，チャールズ・レオナルドは，Louisville の南部バプテスト
神学校を卒業後，1910 年に中国，山東省に渡り，同地で 1924 年まで
伝道に従事，その後，宣教師が極端に少なく，南部バプテスト連盟も拠
点を持っていなかった北満，ハルビンで伝道を開始した（35）。彼が中国
人伝道と並んで特に力を注いだのが，革命によってハルビンに来ていた
亡命ロシア人の保護だった。彼は強烈な反共主義者でもあり，そのこと
も亡命ロシア人への献身的な奉仕を促していたようである。

彼が反発していたのは共産主義だけではなかった。自伝には日本に対
する激烈な反感と厳しい批判が繰り返し記されている――注を付けてお
らず，自身の体験以外は何を根拠に書かれているかが不明のため，叙述
の内容は慎重に読み解かなくてはならないが――。大谷の報告書でレオ
ナルドをスパイ扱いしていることは先に触れたが，彼も十分それを承知
していた。だが彼からすれば，スパイの被害を受けているのは教会の側
だった。レオナルドは「満洲国」が成立してから社会の空気が急速に変
わったことに触れながらこのように言う。「我々を一番悩ませたのは，
主の業に対する彼らの熱心な妨害だった。どこにいても彼らに追い回さ
れ多くの時間が無駄になった。中国人，ロシア人，日本人，そして朝鮮
人スパイが時には家にあがりこみ何時間も帰ろうとしなかった」（36）。こ
のほかにも彼は，列車の中でレオナルドと親しく話をしただけで連行さ
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れ，何時間も尋問されて宣教師はスパイだと言い含められた中国人クリ
スチャンの例（37），ある集会で宣教師が使徒言行録 4 章 12 節の「この
方以外に救いはない」を引いたところ，その場にいた日本人の役人が怒
りをあらわにし「中国を救うのは日本だけだ」と叫んだこと（38），どこ
に行くにも何に乗るにも，荷物検査があり，訪ねた先の警察への報告義
務があったこと（39），郵便は検閲され（40），ハルビンの町中にホームレス
が激増したことなど（41），厳しい監視のもとに置かれていた宣教師の生
活や，人々の困窮ぶりを生々しく記録している。植民地朝鮮の神社参拝，
天皇崇拝の強制にも触れ厳しく批判している。

しかし，これだけ日本の支配を厳しく批判しているにもかかわらず，
レオナルドと彼の仲間の宣教師たちが「暫行寺廟及布教者取締規則」を
どのように受け止め，いかなる対策を考えたのかについて，彼の自伝は
ほとんど語っていない。だが，IMC アーカイブや，アイルランド長老
教会宣教師フルトン（Austin Fulton）の著書（42）に引かれている一次
資料からは，レオナルドの当局に対する抗議や反対運動が相当目立って
いたことが読み取れる。以下，これらの資料に基づきレオナルドの言動
を再現してみよう。

レオナルドが南部バプテスト連盟の海外伝道局秘書マドリーに宛てた
書簡（1939 年 3 月 10 日付）（43）およびフルトンの資料（44）によると，
彼はまず「取締規則」で求められている牧師としての登録や教会の届け
出を自ら拒否することを宣言し，近しい中国人信徒たちにも登録しない
よう助言した。さらに規則の改訂を要求するために新京まで出向いて，
日本人と中国人のクリスチャン，｢満洲国｣ の役人に面会した。相前後
して（おそらく新京に行く前），1938 年 12 月 3，4 日の両日，ハルビ
ンで北米宣教師らと会合を持ち，改善すべき「取締規則」条文を列挙し
た要望書を作成した（45）。レオナルドの書簡には，日本人牧師と朝鮮人
牧師がこの要望書を政府に提出することになっていると書かれている
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が，実際に提出されたことは確かであるものの，その具体的な状況まで
は不明である。いっぽうで彼は，規則に対する強い懸念と批判を記した
15 ページに及ぶ長大な申し入れ書を 1939 年 1 月 20 日付で民生部宛て
に書いた。彼が第一稿としているこの申し入れ書は，よりマイルドで控
えめな最終稿と合わせて伝道局宛の書簡に同封された。彼は書簡の中で，
最終稿を持ってこれから新京に行くつもりだとも記している。

書簡を受け取った伝道局のマドリーは，寝耳に水の知らせに驚き，事
の重大性に鑑み，これをバプテスト教会内部にとどめておくことは望ま
しくないと判断，ただちにニューヨークの IMC 本部に手紙と添付資料と
を複写して転送した（46）。コピーを受け取った IMC の秘書ウォーンハウ
スは，満洲に宣教師を派遣しているスコットランド教会との情報共有が
必要であると考え，エディンバラの同教会海外伝道委員会秘書キッドに
複写の複写を送付した（47）。キッドはこの件についてはスコットランド教
会の宣教師からの報告によってではなく，IMC から転送されてきた資料
で知ったわけである。しかし「取締規則」の発布とその中身については，
すでに現地の宣教師から伝えられており，IMC への返信に「取締規則」
の英訳 Temporary Regulations for Temples and Missionaries 全文
を同封している（48）。

転送が繰り返される中で落ちてしまったのか，あるいは最初の段階で
マドリーがウォーンハウスに送らなかったのかは定かではないが，
IMC 資料の中に収められているのは，レオナルドの手紙と申し入れ書
の第一稿のみで，彼が民生部に提出するつもりだと書いた最終稿は見当
たらない。実際に民生部に提出された要望書は，上述のハルビンでの宣
教師たちの会合で作成されたようだが（49），筆者は未だこの文書の全文
を入手できておらず，現時点ではフルトンが部分的に引用したものに頼
るほかない。その限りにおいてではあるが，この要望書ではところどこ
ろ 1939 年 1 月 20 日付のレオナルドの第一稿と同一の言い回しが用い
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られているので，レオナルドがたたき台を作成したことはほぼ間違いな
いと考えられる。

レオナルドは名文家とはいいがたく，15 ページにわたる民生部宛書
簡第一稿も，重複，論理的整合性の欠如，事実と異なる思い込みが散見
され，長さに比して中身はさほど濃くはない。繰り返し強調されるのは，
バプテスト教会がその歴史の中で，教会と国家の分離と信教の自由のた
めに闘ってきたこと，その闘いの最前線に自分もいるという使命感であ
る。そして「取締規則」の問題点を以下のように複数挙げてそれらの変
更を求めている。まず教会の設立，解散，移転，伝道者の招へい，退任，
維持方法など教会のあらゆる決定事項に政府の許可を求めた第二条，第
四条，第五条，第七条を挙げ，これらの規定は信教の自由，良心の自由
を侵害すると批判する。興味深いのは，伝道者が辞任したくてもできず，
いったん入会した会員が教会を辞めたくてもできないという点を強調し
ていることだ。信じるのをやめてしまった神を拝礼し続けるのは良心の
自由の侵害に当たるというわけである。解散に許可が必要であるという
規定も，組織の自発性を破壊し，国家の言いなりになることだと主張す
る。また反共主義者の彼らしく，信教の自由の否定は，神が与えた権利
を奪い人間を国家の道具にしてしまう共産主義，もしくは他の政体の特
徴だとも述べる。

さらに「公益ニ反シ其ノ他存立ヲ許スベカラザル事由アリト認ムルト
キハ設立ノ許可ヲ取消スコトアルベシ」と定めた第十条，「公安又ハ風
俗ヲ害スルノ行為アリト認ムルトキハ布教其ノ他ノ教務ノ執行ヲ停止又
ハ禁止スルコトヲ得」とした第十三条については，彼がこれまでに経験
した出来事を挙げ，それらの経験が，規則ができることによって追認さ
れ正当化されると懸念する。たとえば，単に気にいらないという理由で
地方の小役人に聖書の販売を妨害された経験や，纏足の習慣を説教で批
判したところ役人はみな纏足廃止に反対したことなどで，第十条や第
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十二条によって，役人の個人的な好悪の感情が「その他存立を許すべか
らざる事由」に全く安易にすり替えられてしまうという。

当時植民地朝鮮で強制されていた神社参拝が「満洲国」にも波及して
くることを恐れていたレオナルドは，最後に「取締規則」の変更と並ん
で神社参拝が強制されるのではなく真の神が礼拝されることを期待する
と述べて長い願い書を終えている。

いっぽうレオナルドとは対照的に，満洲伝道の中心的担い手だったス
コットランド教会，アイルランド長老教会は何の行動も起こさなかった。
抵抗が無駄に終わるであろうこともその理由だった。無論彼らが宗教法
制に関心がなかったわけでは決してない。アイルランド長老教会の宣教
師として 1930 年から 1941 年まで奉天で活動したフルトンは，レオナ
ルドの行動や主張にも共感している。しかしながら彼は「満洲中会はこ
の規則に関しても他の政府の規制に関しても議論することはなかった。
警察が見張っていたので，誰もこの規則を好んではいなかったが，何か
できることがあるとは考えていなかった」と述べている（50）。両教会の
宣教師たちが組織していた宣教師会議も，「満洲国」政府がこうした抗
議に耳を傾けるはずがないと考えていたという（51）。

両教会がレオナルドの属するバプテスト教会と教会制度を異にするこ
とも，抵抗しなかったもう一つの理由である。各個教会主義を取るバプ
テスト教会は，伝道地の宣教師が自らの判断に基づいて，母教会の意向
から比較的自由な（フルトンの言葉では母教会から完全に独立した）行
動をとった。レオナルドの主張は満洲の教会も南部バプテスト連盟も代
表せず，彼個人の見解以上でも以下でもないということである。他方，
長老制つまり中会主義をとるスコットランド教会，アイルランド長老教
会は，何よりも彼らもその一員である現地教会の満洲基督教長老会（八
中会を擁する）に対し責任を負っていた。良心に従って規則に抵抗すれ
ば満洲基督教長老会の各所属教会に大きな影響が及ぶことを宣教師たち
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は強く懸念していた（52）。
上述の IMC 秘書ウォーンハウスからの手紙でレオナルドの抗議を

知ったスコットランド教会海外伝道委員会委員長のキッドも，ウォーン
ハウスへの返信の中で「いかなる形であれ拝礼の強制に妥協しないとい
うのが我々の基本的な立場だが，不必要な注目を集めないよう注意しな
くてはならない」と述べ，レオナルドは教派間にせっせと分裂をもたら
そうとしていると批判している（53）。

こうした教会制度の違いに加えて，規則が施行されるはるか以前から，
すでに警察による監視と統制が徹底しているので，「取締規則」そのも
のによって何か目に見える形で影響が生じるとは断言できなかった。そ
れだけでなくフルトンは「取締規則」によって教会に合法的地位が与え
られ，警察の恣意的な介入がなくなるという現実的な側面も認めてさえ
いる（54）。スコットランド教会，アイルランド長老教会の宣教師たちに
とっては，実際に弊害をもたらすか否かわからない「取締規則」よりも，
ちょうどこのころ彼らが直面していた民生部からの孔子祭参列強制や，
キリスト教教育の存続問題のほうがはるかに差し迫った課題だったとい
えるだろう。

おわりに

レオナルドが他の宣教師とともに民生部に「取締規則」の改訂を申し
入れしたことによって，彼らの伝道活動に何らかの圧力が加えられたの
かといえば，レオナルド自身も記しているように，当局による「弾圧」
が加えられた形跡はない。

康徳七年（1940 年）12 月に，教会やキリスト教諸事業の詳細を網羅
した『基督教調査報告書』（康徳七年 12 月）が刊行されたが，これは，
宗教団体にあらゆる情報の提出を義務付けた「取締規則」の一つの成果
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ともいえる。しかし「取締規則」の施行がすでに日常化していたキリス
ト教に対する監視と統制を法的に正当化したといっても，このことに
よって教会の活動が委縮したわけでもない。たとえばスコットランド教
会とアイルランド長老教会の宣教師が所属していた満洲基督長老会はむ
しろ伝道が進展し，洗礼希望者はひきも切らず，聖書の勉強会も各地で
開かれ，教勢は順調に伸びつづけたという（55）。

その後宣教師たちは，「取締規則」の直接の影響を感じ取ることのな
いまま，日米開戦に伴って伝道地満洲からの退去を求められ，その一部
は中国，日本各地の収容施設に送り込まれた。宣教師退去後の「満洲国」
のすべての教会は，政府の要請とそれに基づく日本人牧師の指導によっ
て，1942 年 7 月に日本の合同教会に倣った満洲基督教会に統合され，

「国民儀礼」としての神社参拝も要求されるようになる。教派毎に異な
る儀式も統一化され，バプテスト教会はそのアイデンティティの核でも
ある「浸礼」方式の洗礼式を禁じられ，簡易方式が押しつけられた（56）。
レオナルドが最も重んじた ｢信教の自由」は，「規則」によってよりも，
政府と日本人キリスト者の指導と圧力によってはく奪されたのである。

注
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